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下請契約の請負代金の額が3,000万円（建築一式工事の場合は4,500

万円）以上の工事を対象としていましたが、平成30年4月1日以降、

下請契約を締結する全ての工事が対象となりました。 
 

二次下請以下についても、社会保険等加入業者に限定し、 

① 受注者に対し、猶予期間内での加入指導を求めます。 

② ①の期間内に加入確認書類が提出されなかった場合、受注者に対

し、違約罰の請求、取引停止及び工事成績評定の減点を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人京都大学 

京都大学の発注工事については、

社会保険等未加入企業は、 

元請・下請になれません。 

契約前にもれなく 

加入手続きを！ 

≪加入手続きについての問合せ先≫ 

健康保険・厚生年金保険：最寄りの年金事務所 

雇用保険：最寄りの労働基準監督署・公共職業安定所 


